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成果指標 現状値
（平成 26 年度）

3世帯 10人

目標値
（平成 32 年度）

8人

4人

8人

行政が窓口となった年間移住者数【単年】

移住定住相談者数【単年】

体験移住参加者数【単年】

移住定住情報提供登録者数【単年】

目標設定の考え方

年間 10人を目標値として設定しました。※行政が窓口として関わった人数及び新規奨学金返還制度利用者数

年間 8人を目標値としました。

年間 4人を目標値としました。

年間 8人を目標値としました。

ア

イ

ウ

エ

❺ 中高生に対する市内就職・U ターンの意識の高揚

◦�進学後のUターンの誘導策として創設した奨学金等返還支援制度について、市広報やホーム
ページを通じ、中高校生や保護者に対する情報提供を行います。
◦�高校卒業後の就職のみならず市外への進学後のUターンを考えていただけるように、市内企
業が市内高校へ赴き自社のPRを行い、認知度を向上することでUターンを考える際の選択
肢の一つとしての意識付けを行います。

❻ 移住希望者の就業支援と地場産業の活性化

◦�人材不足から事業縮小や廃業を検討せざるを得ない地場産業や地元で営まれている仕事にお
いて、仕事を求める移住希望者を後継者・担い手・従事者として受入れることで仕事の継続
や成長につなげます。

お試し移住体験ツアー

あきた暮らしセミナー&相談会

成果指標（数値目標）

6
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住
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進
【
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】
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行行財財政政分分野野市市民民生生活活（（安安全全・・安安心心等等））・・
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施策名

みんなで力をあわせる住みよいまちづくりみんなで力をあわせる住みよいまちづくり
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7 行財政改革の推進

現状や課題

◦�少子高齢化や人口減少の進展、市民のライフスタイルの多様化、地方分権の推進等、地域を取り巻
く環境は大きく変化しており、行政需要はより多種多様化され高度化しています。しかし、行政改
革による定数削減や団塊世代職員の大量退職等を背景として、自治体職員数は減少している状況に
あり、いかに行政運営をスリム化・効率化するかが課題となっています。
◦�財政運営については、地方交付税の合併算定替えの特例期間が終了し段階的な縮減が行われている
ことや、高齢化等に伴う扶助費の増大が見込まれること等から年々厳しさを増すことが想定されて
おり、さらなる経費削減や自主財源の確保が求められています。
◦�市政については、市民に理解を求めつつ、意見等を広く反映できるよう、広報・広聴を充実させる
ことが重要です。
◦�行政評価については、事務事業評価を平成 25年度から本格的に着手し、平成 27年度末で 17 件
の事業と 2件の施策について評価を終え、評価年度以降活用しています。また、指定管理者制度
については、市民病院をはじめ福祉・観光・教育施設等に導入済みですが、指定管理者による適正
な管理を期するための市の関与が課題となっています。

施策の方向性（目標達成に向けた取り組み）

❶ 行政運営のスリム化と効率化

◦�職員定員適正化計画を見直すとともに、適切な組織の在り方について検討します。
◦�行政評価制度の運用により市政の課題を整理するとともに、行財政改革大綱をもとに時代の変
化に応じた行財政改革の取り組みを進めます。
◦�公共施設等総合管理計画において今後の公共施設等の管理に関する基本方針を定め、公共施設
の再編を検討します。

❷ 財政運営の健全化

◦�事務事業の精査やさらなる経費節減等、財政の健全化に努めます。
◦�市税等の収納体制を強化し、公平・公正な税務行政を推進します。また、未収金については、
引き続き債権管理委員会による徴収に努めます。

❸ 市職員の意識改革・能力向上

◦�人事評価制度を確立させ、目標を定めながらその達成に向けて取り組むことにより市職員の行
動変容、能力向上を図り、組織力を強化します。
◦�職員各種業務等勉強会（学びの会）をはじめ職員研修を積極的に推進し、先進的な行政手法の
習得など幅広い視野と高い専門知識を持つ市職員を育成します。
◦�市職員の地域行事や事業への積極的な参加を促し、地域に溶け込みながら情報を発信するとと
もに、地域の情報収集に努めます。
	

❹ 電子自治体システムの構築促進

◦�公共施設におけるWi-fi 環境の整備を進め、市民及び観光客の情報ニーズに対応します。
◦�社会保障・税番号制度（マイナンバー）の運用開始に伴い、行政手続の簡素化を図り、市民サー
ビスの向上につなげます。

❺ 広報・広聴の充実

◦�広報やホームページを通じて広く市民へ市政情報を伝えるとともに、SNS（ソーシャル・ネッ
トワーキング・サービス）を通して市内外への情報提供を行います。また、各自治会・町内会
長会からの要望や移動行政懇話会や市民意識調査等により市民の意見や要望等を的確に把握
し、市政に反映させます。
◦�市の各種計画策定や計画の進捗管理を行う委員会等の開催にあたっては、公募市民を含めつつ、
パブリックコメントも通じて計画に市民の意見を反映させます。

成果指標（数値目標）

ア

イ

成果指標 現状値
（平成 26 年度）

467人

目標値
（平成 32 年度）

14.2%

職員数【累計】

実質公債費比率【単年】（※）
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目標設定の考え方

第 2次北秋田市行財政改革大綱の平成 30 年度の目標値を設定しました。ただし、平成
28年度に職員定員適正化計画の策定を予定していることから、再設定する予定です。

平成 27 年度から始まる地方交付税の段階的縮減を踏まえて行った財政課シュミレー
ションを目標値としました。

北秋田市債権管理委員会での目標収納率（現年）を設定しました。

市民意識調査において、回答割合の高い鷹巣地区の水準を全市の目標としました。
※市民意識調査

第 2次北秋田市行財政改革大綱の平成 30年度の目標値を設定しました。

市民意識調査において、回答割合の高い阿仁・森吉地区の水準を全市の目標としました。
※市民意識調査
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オ
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ウ

エ

オ

カ

キ

成果指標 現状値
（平成 26 年度）

目標値
（平成 32 年度）

85.0%

98.0%

60.0%

532,000件

98.0%

将来負担比率【単年】（※）

債権等（市税・負担金・使用料等）収納率【単年】

市役所職員の窓口や電話での対応が良いと答え
た市民の割合

ホームページの年間アクセス件数【単年】

何かしら市政情報を得ている市民の割合

※実質公債比率：市の収入に対する負債返済の割合�
※将来負担比率：市が将来負担する必要がある実質的な負債額の比率（350%を上回った場合は財政健全化計画の策定が必要）

市職員　学びの会
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資料編

第 2 次北秋田市総合計画策定の体系

第 2 次北秋田市総合計画策定経過

年月日 事項 内容

平成 26年
7月 3日

庁議（第 1回策定委員会） 策定に向けての基本的考え方の協議
策定体制及びスケジュールの協議

9月 24日 作業部会 係長級職員による第 1次計画の検証
第 2次計画で掲げる施策及び成果指標・施策の方針案
の作成
（10/23、11/14、12/18 にも実施）

9月 24日 専門部会 課長級職員による現行計画の検証
第 2次計画で掲げる施策及び成果指標・施策の方針案
の作成
（11/18、12/24 にも実施）

10月 7日 市長ヒアリング 重点方針の確認

11月 20日 第 2回策定委員会 作業部会・専門部会での検討内容の確認
計画期間についての議論及び将来像・基本理念に関す
る協議

平成 27年
1月 22日

市長ヒアリング 策定委員会等において出された内容についての意向確
認

3月 4日〜 16日 北秋田市民意識調査 第 1次計画の検証及び第 2次計画の市政運営の方向
性を決めるための基礎資料として実施

5月 11日 第 3回策定委員会 これまでの検討結果等の確認及び今後のスケジュール
の協議

5月 11日〜 26日 第 1回施策企画会議 計画に掲げる施策の現状や課題及び今後の方針につい
ての各担当部局との協議

6月 10日 第 1回策定審議会 第 2次総合計画策定について説明

7月 7日 第 4回策定委員会 「第 2次総合計画」諮問案の協議

7月 15日 諮問 「第 2次総合計画」素案の諮問

7月 15日 第 2回策定審議会 「第 2次総合計画」素案の協議

8月 4日 第 5回策定委員会 「第 2次総合計画」素案の協議

8月 5日 第 3回策定審議会 「第 2次総合計画」素案の協議

8月 20日〜 9月 4日 意見募集（パブリックコメ
ント）の実施

市民の意見・提言等を反映させるための意見募集を実
施

9月 30日 第 4回策定審議会 「第 2次総合計画」素案の協議

10月 9日 第 6回策定委員会 「第 2次総合計画」素案の協議

10月 13日 策定審議会答申 「第 2次総合計画」案の答申

12月 24日 平成 27年 12月定例会 「第 2次北秋田市総合計画基本構想の策定について」
議決

報告意見

答申諮問、
報告等意見報告等

意見

市民意識調査、
移動行政懇話会
パブリックコメント、
出前説明など

市　民

北秋田市議会

公募

第２次北秋田市
総合計画策定審議会
（総合計画）

北秋田市
総合戦略会議
（総合戦略）

公募

市長
第２次北秋田市

総合計画策定委員会
（副市長、教育長、部長級）

事務局
（総合政策課）

専門部会
（課長級）

作業部会
（係長級）

北秋田市
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第 2 次北秋田市総合計画の策定について（諮問） 第 2 次北秋田市総合計画の策定について（答申）
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審議会委員から出された意見

地域医療の充実

◦市民病院の満足度の目標値が低いと思われることから、より高い目標を実現するように心がけて
いただきたい。

農業・畜産業の振興

◦農業・畜産業は、市の基幹産業であることから、市としての施策・市政を強く打ち出し、より地
域と一体となった取り組みを推進いただきたい。

林業の振興

◦市域全域での特用林産物の推進を検討いただきたい。

◦木材・秋田杉の活用を考えるなかで、県北は業者が多い地域だが、林業技能者が減っており衰退
してきているので、対策をもう少し話し合っていただきたい。

商業の振興

◦地域ぐるみで購買力を高めることが重要であることから、地場の企業から購入するような取り組
みを推進していただきたい。

◦地域ぐるみで購買力も含めて成長させることが大事で、一人 1万円を地場の商工業で使うと 450
人が地元に就職できるはずである。

観光・レクリエーションの振興

◦クマ牧場は動物園ではない。一定の量を超えたものは間引きし、剥製や肉として産業に結び付けて、
その財源を経営に結び付けることが大事ではないか。また、放牧していくことも含めた研究体制
も必要と考える。

◦団体の宿泊施設が無いので観光が一過性になってしまう。観光だけではなくイベントや事業も含
めて、団体宿泊も伴う誘致ができるような形にしていった方が良い。積極的にホテルを引っ張っ
てくることも検討してほしい。

1
健康・産業分野
［基本理念 1］

健康で しごとにはげむ 活力あるまちづくり

1

3

4

5

6

◦旅行パッケージの中で、つり好きな年配な人と宿泊施設や写真業者・食品加工業者等がタイアッ
プできるとビジネスになるのではないか。

◦飛行機料金が高く、正直言って乗りにくい。搭乗率が低いといっているのであれば、空いている
座席を安く開放するなど、乗りやすくしてほしい。

◦市内にもそれなりの企業はあるが、率先して育児休暇などを与えられる職場づくりに取り組んで
いないことが定着率の悪い原因だと思う。

◦全国どこの観光地でも、宿泊施設の紹介は観光協会が窓口になっている。そういう体制を作らな
いといけない。

工業の振興

◦雇用が無い訳では無いので、上手くマッチングさせられるとよい。

◦北秋田市の特徴として、農地・林業など地域資源型産業をどうにかして一工夫した取り組みがで
きないか。

◦地元で働いてもらうためには、小中高での意識づけやスポーツを通じた土地に対する愛着づくり
も重要である。

◦首都圏では介護施設が足りず、地価も高いことから地方に求めていると聞いたことがあるが、介
護施設を作って雇用の場を作るということはどうか。

◦UターンやAターンも大切だと思うが、出ていかないことも大事なのではないか。出ていかない
ようにするメリットなどについての準備が必要ではないか。

◦ハローワークでも仕事はあるが、賃金の底上げを考えないと地元に残ってもらえないのではない
か。

◦企業の誘致には、情熱と顔の利いた人が真剣に関わらないと来ない。市からは色々な人が都会に
出て行っているので、その人を本気にさせるようなシステムが必要と思う。

◦企業には地方に来ることのメリットがないといけない。土地をタダで提供しても来ない。北秋田
市には雪や雇用の場等のデメリットが多い中、他の企業誘致が成功している地域ではどういう条
件で来ているかの検討が必要である。

7
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高齢者福祉の充実

◦包括ケアシステムの構築に向けては地域づくり、在宅医療の推進が重要であることから、ステー
ション数や在宅看取り数も目標としながら取り組んでいただきたい。

安心して結婚・出産・子育てできる環境の充実

◦結婚や子どもを望む若者が多いことを踏まえて、非正規雇用者の待遇改善や育児休暇等を与えら
れる職場づくりに市としてもサポートを検討していただきたい。

◦自分は良い環境で子どもを育てられたと感じている。このような良さをもっと首都圏に広めて人
を呼び込むことが出来ればよいと考える。

◦市内にもそれなりの企業はあるが、そのような企業が率先して育児休暇などを与えられる職場づ
くりに取り組んでいない。

学校教育の充実

◦子どものいじめやトラブルは、対策が十分と言われている地域でも発生しているという現状を踏
まえて、本市としての取り組みを進めていただきたい。

スポーツの振興

◦スポーツ施設は老朽化のみならず現在の競技基準に合わないという側面も出ていることから、そ
の観点での環境整備も忘れずに取り組んでいただきたい。また、振興にあたってはスポーツ団体
との協働が重要となることから、手続きの簡素化や開催日程等にも配慮いただきたい。

◦学校統廃合により、まだまだ使える体育館があると思う。市のサブ体育館として、老人クラブ等
の団体にも使いやすくして、競技スポーツで公認大会ができる施設をある程度種目を絞ってでき
るようにしていく長期計画が必要ではないかと感じる。

2
福祉分野
［基本理念 2］

お互いが 尊敬し支えあう 明るいまちづくり

3

3
子育て・教育分野
［基本理念 3］

命のたいせつさを学び 文化をはぐくむ 豊かなまちづくり

1

2

5

公共交通の維持・確保

◦内陸線のレールバスの導入など内陸線継続に向けた取り組みを検討いただきたい。また、移住定
住の促進の観点から、大館能代空港の運賃低減に向けた取り組みも検討いただきたい。

男女共同参画社会の実現

◦積極的に女性の活用を図る観点から、例えば副市長に女性を登用するなどの大胆な取り組みを検
討いただきたい。

移住定住の促進

◦教育水準の高さや自然環境等の良さを首都圏にPRを行い、人を呼び込むことにつなげていただき
たい。また、Uターンしてもまた都会に戻るという実態もあることから、その対応についても十
分検討いただきたい。

行財政改革の推進

◦縦割り行政の解消及び着実な事務引継ぎを進め、組織としての一貫性を強化していただきたい。

その他

◦せっかく福祉のまちとしてイメージもあるので、特区を作って新しい形で進めていただきたい。

◦将来都市像を踏まえ、森を作る特区でも良いと思う。「もり」を徹底的に掘り下げて、仕事を結び
つけてもらいたい。

4
環境・都市基盤分野
［基本理念 4］

自然を愛し 環境をととのえる 美しいまちづくり

8

5
市民生活（安全・安心等）・行財政分野
［基本理念 5］

みんなで 力をあわせる 住みよいまちづくり

5

6

7
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